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まちの財政の概要
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～平成24年度各会計決算から～

　平成24年度の一般会計と各種特別会計の決算が、９月の議会定例会において承認

されました。

　平成24年度の一般会計の決算、特別会計の決算、町の借入金に当たる町債の残高、

町の預金に当たる基金の残高、健全化判断比率および資金不足比率、都市計画税の

使い道についてお知らせします。

一般会計の決算

127億 
1,159万円 

歳　　出 

総務費　20億3,149万円（16.0％） 

庁舎管理、防犯交通安全対策、住民バス、 
選挙、地域づくり支援、人件費など 

議会費　1億624万円（0.8%） 

議員報酬など 

民生費　28億7,009万円（22.6％） 

福祉事業、保育所運営、被災者支援など 

衛生費　9億3,658万円（7.4％） 

ごみ処理、し尿処理、健康づくりなど 

労働費　9,816万円（0.8％） 

緊急雇用・雇用対策費、シルバー人材センター補助金など 

農林水産業費　5億6,990万円（4.5％） 

国営かんがい排水、水田農業、園芸、畜産振興、農地整備、 
農業集落排水事業特別会計繰出金など 

商工費　1億3,059万円（1.0％） 

商工振興、観光物産など 

土木費　8億4,471万円（6.6％） 

道路建設・維持、町営住宅管理、 
公共下水道事業特別会計繰出金など 

消防費　8億6,584万円（6.8％） 

消防活動、消防施設整備など 

教育費　17億4,408万円（13.7％） 

スクールバス、学校・幼稚園の管理、 
生涯学習、図書館、体育振興など 

災害復旧費　9億3,130万円（7.3％） 

道路や公共施設の災害復旧工事など 

公債費　15億8,261万円（12.5％） 

町債（借入金）の返済 
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平成２５年１月に開園したこごた幼稚園

特別会計の決算
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歳　　出歳　　入区　　分

３２億　７３５万円３４億　３６０万円国民健康保険特別会計

２億４，９２０万円２億５，１０５万円後期高齢者医療特別会計

２０億１，５８６万円２０億６，５２３万円介 護 保 険 特 別 会 計

７億４，６６２万円７億８，７５６万円公共下水道事業特別会計

４億６，７９１万円４億７，９４３万円農業集落排水事業特別会計

※特別会計は、特定の事業を行う場合などにおいて、経理を他の会計と
区別する必要があるとき、法律や条例に基づいて設置される会計です。

平成２４年度決算の実質収支額

歳入１３１億２，９９８万円－歳出１２７億１，１５９万円－繰越財源２億２，６３２万円＝１億９，２０７万円

131億 
2,998万円 

歳　　入 

町税　24億1,285万円（18.4％） 

町民税・固定資産税・たばこ税など 

地方譲与税・各種交付金 
　　4億3,934万円（3.4％） 

国に納めた税金の一部が一定の 
ルールで交付されます 

地方交付税　43億9,107万円（33.4％） 

標準的な町の財政規模を定め、不足するお金が 
国から交付されます（災害復興特別交付税含む） 

使用料及び手数料、分担金など 
　　　　　1億9,461万円（1.5％） 

町営住宅使用料・戸籍手数料など 

国・県支出金　29億4,272万円（22.4％） 

道路建設や都市計画事業、 
災害復旧・復興に伴う補助金など 

繰越金　7億9,080万円（6.0％） 

前年度からの繰越金 

繰入金　2億6,250万円（2.0％） 

不足するお金を基金（預金）で補います 

財産収入・寄附金 
3,209万円（0.2％） 
町有地の売払い収入など 

諸収入　1億9,550万円（1.5％） 

貸付金元利収入やさまざまな事業の実費負担など 

町債　14億6,850万円（11.2％） 

建設工事など金額の大きな事業を行うときに借入れします 



4広報みさと　2013.11.1

町債の借入額・償還額・年度末残高

◇水道事業会計

　【収益的収支】　収入額　６億３，０２６万円（消費税等抜き６億１５８万円）

　　　　　　　　　支出額　６億６，２６６万円（消費税等抜き６億４，１１２万円）

　　　　　　　　　差引額　消費税等抜きで３，９５４万円の純損失

　【資本的収支】　収入額　１億５，３２４万円

　　　　　　　　　支出額　３億１７３万円

　　　　　　　　　差引額　１億４，８４９万円の不足

　　　　　　　　　　差引不足額については、過年度分損益勘定留保資金、当年度分損益勘定留保資金、

建設改良積立金、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額で補てんしました。

◇病院事業会計

　【収益的収支】　収入額　６億８，５７６万円（消費税等抜き６億８，３１８万円）

　　　　　　　　　支出額　６億８，６８８万円（消費税等抜き６億８，４６２万円）

　　　　　　　　　差引額　消費税等抜きで１４４万円の純損失

　　　　　　　　　　累積欠損金の額は、３億９，２２７万円となりました。

　【資本的収支】　収入額　６，４５９万円

　　　　　　　　　支出額　９，５０１万円

　　　　　　　　　差引額　３，０４２万円の不足

　　　　　　　　　　差引不足額については、過年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額、過年度

分損益勘定留保資金で補てんしました。

平成２４年度末残高平成２４年度償還額平成２４年度借入額平成２３年度末残高区　　分

１４０億３，８２８万円１３億７，２３８万円１４億６，８５０万円１３９億４，２１６万円一 般 会 計

４０億７，２１２万円２億　６１６万円１億８，１００万円４０億９，７２８万円
公共下水道事業
特 別 会 計

２９億８，２２７万円１億７，９６２万円４，０６０万円３１億２，１２９万円
農業集落排水事業
特 別 会 計

３９億６，１０７万円１億３，６３０万円８，５００万円４０億１，２３７万円水 道 事 業 会 計

７億５，４０４万円７，５１９万円１，９００万円８億１，０２３万円病 院 事 業 会 計

２５８億　７７８万円１９億６，９６５万円１７億９，４１０万円２５９億８，３３３万円計

　一般会計の平成２４年度末の町債残高が、平成２３年度末の町債残高に比べて９，６１２万円の増額となり

ました。平成２３年度から平成２４年度に繰り越した緊急防災・減災事業債等の借り入れがその要因と

なっています。

基金の増減

増　　減平成２４年度末現在高平成２３年度末現在高区　　分

３億９，５４５万円増１３億４，１５９万円９億４，６１４万円 一般会計　財 政調整基金
　

１，５００万円増２億８，６５９万円２億７，１５９万円 一般会計　減 　債　基　金
　

７億５，８６８万円増２４億７，８９６万円１７億２，０２８万円 一般会計　そ の他目的基金
　

７，０１３万円増４億３，４５０万円３億６，４３７万円
国民健康保険特別会計
財 政 調 整 基 金

８，８６９万円減９，６７５万円１億８，５４４万円
介 護 保 険 特 別 会 計
介 護 給 付 費 準 備 基 金

１１億５，０５７万円増４６億３，８３９万円３４億８，７８２万円計

　介護保険特別会計の介護給付費準備基金は減額となりましたが、一般会計と国民健康保険特別会計

の基金現在高は増額となり、基金全体で１１億５，０５７万円の増額となりました。
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地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく

健全化判断比率および資金不足比率について

　町では、都市計画税を徴収しています。これは公園や街路、下水道など、都市計画に関連する事業

に使用する目的税で、平成２４年度は９，２８４万円が徴収され、充当の対象事業費は２億１，８４４万円でした。

不足分は一般財源から支出されています。

　平成２４年度は西舘地区や本小牛田地区などで公共下水道の建設工事が行われ、その工事費の一部に

都市計画税が充当されました。また、これまでに実施してきた都市計画事業で借り入れた起債（借入

金）の償還（返済）にも充当されました。

都市計画税の使い道（平成２４年度都市計画税　９，２８４万円）

　地方公共団体の財政の健全化に関する法律は、地方公共団体の財政の健全性に関する比率の公表の制度

を設け、当該比率に応じて健全化のための計画策定や行財政上の措置が講ぜられることを目的に制定され

たものです。この法律の規定により、美里町の平成２４年度の決算に基づく健全化判断比率および資金不足

比率の算定結果についてお知らせします。

◇実 質 赤 字 比 率：文字どおりに一般会計が赤字か黒字か判断する比率です。赤字のときのみ数値が

記載されます。本町の一般会計は過去のいずれにおいても黒字となり赤字はあり

ません。

◇連結実質赤字比率：公営企業会計を含む町の全会計の合計が赤字か黒字か判断する比率です。赤字の

ときのみ数値が記載されます。過去のいずれにおいても黒字となり赤字はありま

せん。

◇実質公債費比率：公債費等の町がその年度に返済すべき金額が、町の標準的な収入金額に対してど

のくらいの比率になっているのかを示す数値です。本町は年々減少傾向にありま

す。（２５％超で黄信号、３５％超で赤信号）

◇将 来 負 担 比 率：町が将来にわたって抱える負担すべき金額（町債の借り入れやリース契約などで

支払いが確定している金額）が、町の標準的な収入金額に対してどのくらいの比

率になっているのかを示す数値です。本町は年々減少傾向にあります。（３５０％

超で赤信号）

２　資金不足比率
　公営企業会計ごとの資金の不足額の事業規模に対する割合です。公営企業の資金不足を公営企業の事

業規模である料金収入の規模と比較して指標化し、経営状態の悪化の度合いを示す指標ともいえます。

　本町の公共下水道事業特別会計、農業集落排水事業特別会計、水道事業会計および病院事業会計すべ

てにおいて資金不足額はありません。

平成２４年度平成２３年度平成２２年度平成２１年度平成２０年度区　　分

－－－－－実 質 赤 字 比 率

－－－－－連結実質赤字比率

１４．８％１５．２％１５．９％１７．１％１７．１％実質公債費比率

８２．９％８９．３％１２５．６％１２６．０％１４７．９％将 来 負 担 比 率

１　健全化判断比率

都市計画税充当対象事業費
（Ａ）－（Ｂ）

補助・起債等
（Ｂ）

事業費
（Ａ）

１億７，４０８万円２億５，５２５万円４億２，９３３万円公 共 下 水 道 の 建 設

４，４３６万円４，４３６万円これまでの都市計画事業起債償還

２億１，８４４万円２億５，５２５万円４億７，３６９万円計


